
（別添）日本食・食文化の世界的普及プロジェクト事業
事業実施計画書
（注）事業実施計画書は、応募する事業毎に作成すること。また、記載内容を別葉とすることができる。なお、その場合にあっては、事業実施計画書の記入欄と別葉が分かるようにそれぞれに「別紙１」等と記入すること。
１．事業実施主体の概要
(1) 事業実施主体の名称
      (注)ふりがなを付すこと。
　(2) 主たる事務所の所在地
　(3) 代表者の役職名及び氏名
      (注)ふりがなを付すこと。
　(4) 設立目的
　(5) 設立年月日及び事業年度（　月～　月）
　(6) 直近の収支予算、収支決算等
　(7) 主たる業務の内容
　(8) 事業の実施体制（事業実施・経理その他管理体制）
（注）補助事業を実施できる能力、補助事業に係る経理その他の事務について適切な管理及び処理能力を有する内容を示すこと。また、委託する事業がある場合についても同様とする。
①実施体制図
	


②責任者・担当者の概要
	担当内容
	役職・氏名
	実績・経験等能力を有する根拠

	事業責任者
 
	
	

	事業担当者
	
	

	経理責任者
	
	

	その他担当者
（担当：　　）
	
	


　　注）責任者・担当者が複数の場合は、全ての者について記載すること。
２．事業の目的
	


３．事業内容 
以下、３－１～３－５のうち、該当する応募事業の様式を選択して記載すること。 
写真やイメージ図等を活用するなど、取組内容のイメージがわかるように記載すること。
３－１（海外での日本食・食文化フェスティバルを通じた日本食・食文化の理解促進事業）
（1）事業の全体構成　
	


（2）事業のスケジュール
	


（3）事前の調整・準備の内容
シンポジウム・パネルディスカッションや試飲・試食の方法、キャストの選定等事前に調整・準備を要する事項について全てを記載すること。
	事前に調整・準備すべき事項
	調整・準備の内容・方法

	
	


（4）実施・開催の内容
	取組の名称

	

	取組の内容

	

	当該取組を行う理由及び効果

	

	実施時期及び当該時期を決定した理由

	

	実施場所及び当該場所を選定した理由

	

	取組の告知・参加者募集等の方法

	

	実施後の参加者へのフィードバックの方法
	

	その他特記事項

	


（注）全ての取組について上記表を記載すること
（5）連携可能な取組の内容及び連携理由等
	連携可能な取組

	

	取組の内容

	

	連携する理由

	

	連携の方法

	

	連携することによる効果

	

	その他特記事項

	


（6）取りまとめの方法
　　ア．連携する取組を含む事業全体の結果及び補助事業で実施する個別の取組の結果の整
　　　理手法
	


　　イ．事業の成果・効果及び分析の方法
	


　　ウ．我が国農林水産物・食品の輸出拡大に対する効果及び分析の方法
	


３－２（日本食文化週間の開催事業）
（1）事業の全体構成　
	

	


（2）事業のスケジュール
	


（3）事前の調整・準備の内容
セミナー・フォーラムや試飲・試食の方法、料理コンテストの内容・方法、我が国農林水産物・食関連産業の取組の紹介方法、キャストの選定方法等事前に調整・準備を要する事項について全てを記載すること。
	事前に調整・準備を要する事項
	調整・準備の内容・方法

	
	


（4）実施・開催の内容
	取組の名称

	

	取組の内容

	

	当該取組を行う理由及び効果

	

	実施時期及び当該時期を決定した理由

	

	実施場所及び当該場所を選定した理由

	

	取組の告知・参加者募集等の方法

	

	実施後の参加者へのフィードバックの方法
	

	その他特記事項

	


（注）全ての取組について上記表を記載すること
（5）連携可能な取組の内容及び連携理由等
	連携可能な取組

	

	取組の内容

	

	連携する理由

	

	連携の方法

	

	連携することによる効果

	

	その他特記事項

	


（6）取りまとめの方法
　　ア．連携する取組を含む事業全体の結果及び補助事業で実施する個別の取組の結果の整
　　　理手法
	


　　イ．事業の成果・効果及び分析の方法
	


　　ウ．我が国農林水産物・食品の輸出拡大に対する効果及び分析の方法
	


３－３（広報メディア・ＷＥＢ等を活用した日本食・食文化の魅力発信、理解促進事業）
（注）食肉及び酒類の２つのテーマについて応募を行う場合は、応募するテーマ毎に事業実施計画書を作成すること。
（1）テーマ（食肉、酒類の別）：
（2）事業の全体構成
	


（3）事前の調整・準備の内容
招聘メディア等、発信内容の検討方法等事前に調整・準備を要する事項について全てを記載すること。
	事前に調整・準備すべき事項
	調整・準備の内容・方法

	
	


（4）広報活動の内容
　　
ア．海外メディアの招へい
	スケジュール

	

	招へいメディア及び対象人数

	

	招へいメディア及び対象者の選定方法

	

	招へいメディアの研修内容

	

	研修の設定理由

	

	招へいメディアの現地研修内容

	

	現地研修の設定理由

	

	海外メディアの発信方法及びその内容

	

	発信方法の選定理由

	

	海外発信の確認方法

	

	その他特記事項

	


　　イ．海外広報
	スケジュール

	

	広報の国・地域

	

	広報の国・地域の選定理由

	

	発信方法

	

	発信内容

	

	発信方法の選定理由

	

	発信の確認方法

	

	その他特記事項

	


（注）全ての取組について記載すること。また、海外メディアの招へいなどの内容については、表中の項目欄を適宜追加して具体的に記載すること。発信方法及び発信内容について、影響力のある人物等を活用する場合には、その人物の実績等についても具体的に記載すること。
（5）取りまとめの方法
　　
　　ア．補助事業の全体の結果及び個別の取組の結果の整理
	


　　
イ．事業の成果・効果及び分析の手法
	


　　ウ．事業を通した我が国農林水産物・食品の輸出拡大に関する分析
	


　　エ．成果物の提出方法
	


（6）事業のスケジュール
	


３－４（日本食レストランウィーク実施事業）
（1）事業の全体構成　
	


（2）事業のスケジュール
	


（3）事前の調整・準備の内容
提供メニューの内容・方法、料理レシピや日本食材の調達方法の伝達手法、日本食レストランマップの内容・方法、パネルディスカッションの内容等事前に調整・準備を要する事項について全てを記載すること。
	事業の調整準備すべき事項
	調整準備の内容・方法

	
	


（4）実施・開催の内容
	取組の名称

	

	取組の内容

	

	当該取組を行う理由及び効果

	

	実施時期及び当該時期を決定した理由

	

	実施場所及び当該場所を選定した理由

	

	取組の告知・参加者募集等の方法

	

	実施後の参加者へのフィードバックの方法
	

	その他特記事項

	


（注）全ての取組について上記表を記載すること
（5）連携可能な取組の内容及び連携理由等
	連携可能な取組

	

	取組の内容

	

	連携する理由

	

	連携の方法

	

	連携することによる効果

	

	その他特記事項

	


（6）取りまとめの方法
　　ア．連携する取組を含む事業全体の結果及び補助事業で実施する個別の取組の結果の整
　　　理手法
	


　　イ．事業の成果・効果及び分析の方法
	


　　ウ．我が国農林水産物・食品の輸出拡大に対する効果及び分析の方法
	


　　

エ．成果物の提出方法
	


　　３－５（百貨店等における料理デモ等実施事業）
　　　　
（1）事業の全体構成　
	


（2）事業のスケジュール
	


（3）事前の調整・準備の内容
我が国農林水産物・食品のＰＲ、セミナー、料理デモンストレーション、レシピコンテスト、試飲・試食の内容・方法、キャストの選定等事前に調整・準備を要する事項について全てを記載すること。
	事業の調整準備すべき事項
	調整準備の内容・方法

	
	


（3）実施・開催の内容
	取組の名称

	

	取組の内容

	

	取組を行う理由

	

	開催時期及び設定の理由

	

	取組の告知・募集の方法

	

	実施後の参加者へのフィードバック方法
	

	その他特記事項

	


  （注）実施する取組全てについて、取組の内容には実施する取組の内容の他、開催時期の設定や・開催場所の選択理由、取組の告知・募集の方法、実施後の参加者へのフィードバックの方法などを具体的に記載すること。
（4）実施・開催の内容
	取組の名称

	

	取組の内容

	

	当該取組を行う理由及び効果

	

	実施時期及び当該時期を決定した理由

	

	実施場所及び当該場所を選定した理由

	

	取組の告知・参加者募集等の方法

	

	実施後の参加者へのフィードバックの方法
	

	その他特記事項

	


（注）全ての取組について上記表を記載すること
（5）連携可能な取組の内容及び連携理由等
	連携可能な取組

	

	取組の内容

	

	連携する理由

	

	連携の方法

	

	連携することによる効果

	

	その他特記事項

	


（6）取りまとめの方法
　　ア．連携する取組を含む事業全体の結果及び補助事業で実施する個別の取組の結果の整
　　　理方法
	


　　イ．事業の成果・効果及び分析の方法
	


　　ウ．我が国農林水産物・食品の輸出拡大に対する効果及び分析の方法
	


　
４．事業担当者連絡先
(1) 役職名及び氏名
    (注)ふりがなを付すこと。
(2) 郵便番号及び住所
(3) 電話番号及びFAX番号
(4) Eメールアドレス
５．積算内訳(実績報告時は、「経費内訳」とする。)
	区　　　分
	事業費
	負　担　区　分
	備　　考

	
	
	機　構
助成金
	自　己
負担金
	その他
	

	事前の調整・準備費
実施・開催費
結果の取りまとめ

	円
	円
	円
	円
	○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　
○○○費
単価×数量、員数等=△△△円　


	計

	
	
	
	
	


(注）
１．備考欄には、区分欄に掲げる経費の根拠(経費内容、単価、数量、員数等)を詳細に記載すること。また、事業の一部を委託する場合はその旨を記載すること。
　　　なお、備考欄は、別葉とすることができる。
２．仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」と、当該税額がない場合には「該当なし」と、当該税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
５．添付資料　
　 １．謝金及び賃金については、その単価の根拠資料を添付すること。
   ２.応募者の業務・活動内容を示した資料（又はパンフレット、リーフレット等）
　 ３.応募者が特認団体以外である場合は、定款及び直前事業年度の決算（営業）報告書３
年分（又はこれらに準ずるもの）
４.第三者に事業の一部を委託する場合は、委託内容を記載した書類

